
東京都港区南青山 2-5-20 

TEL:03-5775-3073 

URL:https://www.tdb.co.jp 

2021/4/23 

1 ©TEIKOKU DATABANK, LTD. 

 

 

【 内容に関する問い合わせ先 】 

（株）帝国データバンク  

データソリューション企画部 情報統括課 担当：飯島 大介 

TEL 03-5775-3073  FAX 03-5775-3169 

E-mail daisuke.iijima@mail.tdb.co.jp 

 

  

 

 

 

 

はじめに 
 企業の休廃業・解散件数は、2020年で約 5万 6千件を数えた。同年の倒産（7809件）の約 7倍

で推移したものの、2019年の約 6万件を下回り、過去 5年間では最も少なかった。政府や金融機

関による資金繰り支援・給付金等が奏功し、休廃業・解散の抑制につながった。 

 一方、2021 年に入っても新型コロナウイルスの感染に収束がみられず、再度の緊急事態宣言、

休業要請が出される見込みとなっている。売り上げの大幅減が避けられない三度目の緊急事態宣

言・休業要請は、対象となる飲食店や小売店、サービス業をはじめ 1 年以上の我慢を強いられて

きた業種・業界にとってはさらに影響が大きい。既に一部の業種では休廃業・解散が前年までと

異なって増加傾向に転じており、景況感や需要回復への期待から一転して経営再起への諦めムー

ドが広がることで、事業者の倒産・廃業が急拡大する懸念は拭えない。 

 

 

特別企画:2021 年 1-3 月 全国企業「休廃業・解散」動向調査 

調査結果（要旨） 

1．2021年 1-3月に全国で休廃業・解散を行った企業（個人事業主を含む）は 1万 3512件（前

年同期比 9.5％減）となった。同期間では 2016 年以降で最も少なく、全国の休廃業・解

散は前年に引き続き抑制傾向で推移した 

2. 業種別では、その他を除く 7業種中 5業種で前年同期を下回った。なかでも「小売業」（911

件）は前年同期比 19.7％減と 2割近く減少。他方、「運輸・通信業」（188件、前年同期比

14.6％増）と「サービス業」（1759 件、同 0.1％増）の 2 業種は前年同期から増加した。

なかでも、「旅館・ホテル」（46件）では 35.3％増と前年同期から大幅に増加した 

 

■ 帝国データバンクが調査・保有する企業データベースのほか、各種法人データベースを基に集計 

■ 「休廃業・解散企業」とは、倒産（法的整理）によるものを除き、特段の手続きを取らずに企業活動が停止した状態の確認（休廃

業）、もしくは商業登記等で解散（但し「みなし解散」を除く）を確認した企業の総称 

■ 調査時点での休廃業・解散状態を確認したもので、将来的な企業活動の再開を否定するものではない。また、休廃業・解散後に法的

整理へ移行した場合は、倒産件数として再集計する事もある 

当レポートの著作権は株式会社帝国データバンクに帰属します。 

著作権法の範囲内でご利用いただき、私的利用を超えた複製および転載を固く禁じます。 

休廃業・解散 ホテルなど宿泊業で一転、急増傾向へ 
 

～ 全体では前年同期比 1 割の減少も、業種により減少傾向に変化 ～ 
 



                  特別企画:2021 年 1-3 月 全国企業「休廃業・解散」動向調査 
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2021 年 1-3 月は年間最少ペース、前年に引き続き抑制傾向 

  2021年 1-3月に全国で休廃業・解散を行った企業（個人事業

主を含む）は 1 万 3512 件（前年同期比 9.5％減）となった。同

期間では 2016 年以降で最も少なく、1－3 月時点では前年同様、

引き続き抑制傾向で推移した。 

 1-3月にかけては新型コロナの感染再拡大、それに伴う緊急事

態宣言の発出もあり、サービス業などでは引き続き厳しい経営

環境が続いた。しかし、官民一体となった資金繰り支援が経営

の苦しい中小企業における事業継続意欲の喪失や再建断念の動

きを一時的ながらも予防しており、休廃業・解散の発生を抑制

した主要因となっている。 

 ただ、同期間で 2割超の減少となった倒産（2019年 1-3月：2091件→20年同：1596件、23.7％

減）と比べ、1－3月時点では休廃業・解散の減少は小幅にとどまった。 

 

前年では減少していたサービス業で増加傾向、ホテル・旅館など観光関連で大幅増目立つ 

 業種別では、その他を除く 7業種中 5業種で前年同期を下回った。なかでも「小売業」（911件）

は前年同期比 19.7％減と 2割近く減少。他方、「運輸・通信業」（188件、前年同期比 14.6％増）

と「サービス業」（1759件、同 0.1％増）の 2業種は前年同期から増加した。 

 業種細分類では、前年同期比で最も減少したのは「印刷」（37 件、前年同期比 39.3％減）だっ

た。最も増加したのは「旅行代理店」（25件、同 78.6％増）で、前年同期から大幅に増加した。 

 このほか、飲食店全体では前年同期から変わらなかった（144 件）。一方、「旅館・ホテル」（46

件）では 35.3％増と前年同期から大幅に増加しており、業種により減少傾向から変化している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

休廃業・解散件数 推移 

業種細分類別件数 推移（上位各 15 業種） 

前年同期から減少した業種 前年同期から増加した業種

業種 / 集計年（各1-3月） 2020年 2021年 前年同期比 業種 / 集計年（各1-3月） 2020年 2021年 前年同期比

（件） （％） （件） （％）

印刷 61 37 ▲ 39.3 旅行代理店 14 25 +78.6

電気機械器具卸売 58 36 ▲ 37.9 野菜卸売 15 25 +66.7

土木工事 165 103 ▲ 37.6 損害保険代理店 31 51 +64.5

家電小売 79 51 ▲ 35.4 老人福祉事業 34 52 +52.9

ガソリンスタンド 40 26 ▲ 35.0 製缶板金 18 25 +38.9

金型等製造 29 20 ▲ 31.0 旅館・ホテル 34 46 +35.3

冷暖房設備工事 39 27 ▲ 30.8 事業協同組合 24 32 +33.3

中古自動車小売 36 25 ▲ 30.6 歯科診療所 21 28 +33.3

電気通信工事 34 24 ▲ 29.4 無床診療所 99 131 +32.3

造園工事 38 27 ▲ 28.9 一般貨物自動車運送 54 68 +25.9

金属製建具工事 41 30 ▲ 26.8 広告代理店 22 27 +22.7

給排水・衛生設備工事 73 57 ▲ 21.9 居酒屋 18 21 +16.7

貸家業 66 52 ▲ 21.2 不動産管理 45 52 +15.6

自動車一般整備 68 54 ▲ 20.6 機械設計 20 23 +15.0

貸事務所業 119 96 ▲ 19.3 塗装工事 50 57 +14.0

[対象] 2020年1-3月累計、母数20件以上 [対象] 2021年1-3月累計、母数20件以上


